
実質赤字比率 （％） -

連結実質赤字比率（％） -
平成20年度

決算額（単位:千円、%）
平成21年度

決算額（単位:千円、%）
平成22年度

決算額（単位:千円、%）

実質公債費比率 （％） 8.8
元利償還金の額（繰上償還額等を除く）(1) 5,161,130 5,144,914 5,189,650

将来負担比率 （％） 36.2
積立不足額を考慮して算定した額(2) 0 0 0

満期一括地方債の一年当たりの元金償還額に相当するもの（年度割相当額）
等(3) 0 0 0

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金(4) 1,326,421 1,349,918 1,312,501
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認められる補助金又は負
担金(5) 432,330 296,954 260,697

1,510,798 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの(6) 0 0 0
29,219,989 一時借入金の利子(7) 0 0 0

- 特定財源の額(8) 893,825 928,289 933,380
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(9) 1,096,968 976,944 976,358
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金に係るもの）(10) 776,325 847,003 867,341

資金不足比率 災害復旧費等に係る基準財政需要額(11) 1,447,585 1,774,906 2,174,092
決算額 災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金に係るもの）(12) 101,068 50,060 27,145

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(13) 13,406 14,015 14,687

（単位:千円、％）

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(14) 21,541 39,332 39,230

1,498,645 小計 （（（１）～（７））－（（８）～（１４））） （A) 2,569,163 2,161,237 1,730,615
352 標準税収入額等(15) 18,466,544 17,669,231 16,413,785

11,801 普通交付税額(16) 7,586,467 8,497,047 9,600,704
臨時財政対策債発行可能額(17) 1,242,331 1,928,096 3,205,500
小計 （（（１５）～（１７））－（（９）～（１４））） （B) 23,838,449 24,392,114 25,121,136

10.77 8.86 6.88

▲ 749,779 15.0 将来負担額（単位:千円、％）

3,403,629 － (N-1)年度末一般会計等の地方債現在高(1) 48,551,909 (2)の内訳 将来負担額（単位:千円）

2,553,428 － 債務負担行為に基づく支出予定額(2) 0
7,734 － 一般会計以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額(3) 28,861,448

組合等の地方債の元金償還に対する当該団体の負担見込額(4) 2,335,548
3,277 － 退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額(5) 9,057,900

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額(6) 1,480,811 (3)の内訳 将来負担額（単位:千円）

連結実質赤字額(7) 0 病院事業会計 355,333
組合等の連結実質赤字相当額のうち当該団体の一般会計等の負担見込額(8) 0 水道事業会計 409,437
(N-1)年度末の充当可能基金現在高(9) 12,423,026 下水道事業会計 27,972,758

447,059 特定の歳入見込額(10) 16,720,137 農業集落排水事業特別会計 122,988
0 （(10)のうち都市計画税額） (14,347,161) 国民健康保険特別会計 932

27,781 地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額(11) 52,028,736 (6)の内訳 将来負担額（単位:千円）

2,289 小計 （将来負担額－（（９）～（１１））） （A) 9,115,717 土地開発公社 1,480,811
0 標準財政規模(12) 29,219,989

災害復旧費等に係る基準財政需要額(13) 2,174,092
(13)の準元利償還金に係るもの(14) 27,145
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費(15) 976,358
(15)の準元利償還金に係るもの(16) 867,341

7,206,216 密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金(17) 14,687

29,219,989
密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方債の元利
償還額を基礎として算入されたものに限る）(18) 39,230

- 小計 （標準財政規模(12)－算入公債費等（１３）～（１８） （B) 25,121,136

36.2

実質公債費比率（３ヶ年平均）

健全化判断比率の状況
比
率
の
状
況

平成22年度決算

区分

市町名：伊勢市

分
子

実質赤字比率

区分

一般会計等の実質収支額（A）

決算額（単位:千円、％）

単位:％区分

標準財政規模（B)
実質赤字比率（A）／（B）×１００

連結実質赤字比率

※黒字の場合は、比率を「－」としている。

区分 左の内訳

分
母

実質公債費比率 （A)  ／ （B) × １００

一般会計

病院事業会計

※将来負担見込がない場合は、比率を「－」としている。
※黒字の場合は、比率を「－」としている。

実
質
収
支

一
般
会
計
等

住宅新築資金等貸付事業特別会計

将来負担比率 

法
非
適
用
事
業

認知症対応型共同生活介護事業会計

実
質
収
支

法
適
用
事
業

国民健康保険特別会計

介護保険特別会計(保険事業勘定)

農業集落排水事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

資
金
不
足
額
又
は
資
金
剰
余
額

連結実質赤字比率（A)／（B)×１００

（
将
来
負
担
額

)

分
子

下水道事業会計

介護保険特別会計(介護サービス事業勘定)

老人保健医療特別会計

水道事業会計

土地取得特別会計

将来負担比率 （A) ／ （B） × １００

連結実質収支額（A)

そ
の
他
特
別
会
計

分
母

標準財政規模（B)


